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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第２四半期累計期間
第53期

第２四半期累計期間
第52期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 2,605,009 2,476,566 5,220,057

経常利益 （千円） 138,961 185,529 300,375

四半期（当期）純利益 （千円） 84,377 119,175 173,077

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 554,000 554,000 554,000

発行済株式総数 （株） 4,884,000 4,884,000 4,884,000

純資産額 （千円） 4,765,044 4,901,711 4,831,538

総資産額 （千円） 7,101,129 7,097,826 7,153,073

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 17.54 24.77 35.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5.00 － 15.00

自己資本比率 （％） 67.1 69.1 67.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 164,975 164,135 344,415

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △33,475 △12,868 △58,500

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △73,140 △73,577 △122,514

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,763,805 2,946,534 2,868,846

 

回次
第52期

第２四半期会計期間
第53期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.22 14.44

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　　４．第52期第２四半期累計期間の１株当たり配当額５円は、創業50周年記念配当によるものであります。

　　　５．第52期の１株当たり配当額15円(うち中間配当額５円)は、創業50周年記念配当５円を含んでおります。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境に改善傾向が見られるものの、円高による輸

出企業の収益の停滞や新興国等の景気減速などの影響もあり、先行き不透明な状況が続いています。

　生産量につきましては、段ボールシート32百万㎡（前年同四半期比4.3％減）、段ボールケース19百万㎡（前年

同四半期比5.0％減）となりました。

　また、当第２四半期累計期間の業績は、売上高2,476百万円（前年同四半期比4.9％減）となりました。利益面に

おきましては、経常利益185百万円（前年同四半期比33.5％増）、四半期純利益119百万円（前年同四半期比41.2％

増）となりました。

　販売品目別の概況は次のとおりであります。

　　(イ) 段ボールシート

　　売上高は556百万円

　　総売上高に占める割合は22.5％です。

　　(ロ) 段ボールケース

　　売上高は1,569百万円

　　総売上高に占める割合は63.4％です。

　　(ハ) ラベル

　　売上高は82百万円

　　総売上高に占める割合は3.3％です。

　　(ニ) その他（主に包装資材）

　　売上高は268百万円

　　総売上高に占める割合は10.8％です。

 

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ55百万円減少し、7,097百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が増加し、売上債権及び有形固定資産が減少したことによるものであります。

　負債は、前事業年度末に比べ125百万円減少し、2,196百万円となりました。

　その結果、純資産は4,901百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ77百

万円増加し2,946百万円となりました。

　　　　　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの原因は、次のとおりであります。

　     　（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

             　営業活動の結果得られた資金は164百万円（前年同四半期は164百万円の収入）となりました。

             　これらの主な資金増の要因は、売上債権の減少額88百万円（前年同四半期は10百万円の増加額）及び未

払消費税等の増加額2百万円（前年同四半期は87百万円の減少額）によるものであります。一方、主な資

金減の要因は、仕入債務の減少額108百万円（前年同四半期は19百万円の増加額）及び法人税等の支払額

80百万円(前年同四半期は8百万円の支払額)によるものであります。

       　（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

             　投資活動の結果使用した資金は12百万円（前年同四半期は33百万円の支出）となりました。

             　これは、主に有形固定資産の取得による支出13百万円（前年同四半期は29百万円の支出）によるもの

であります。

       　（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

             　財務活動の結果使用した資金は73百万円（前年同四半期は73百万円の支出）となりました。

　これは、リース債務の返済による支出25百万円及び配当金の支払額48百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取り巻く事業環境は非常に競争が激しく、当社といたしましては、地域密着型経営をさらにきめ細かく行

い、当社の小ロット多品種・短納期の特徴を最大限に活かしていきます。また、営業面におきましては、年間を通

じて販売イベントを組み、売上高増進を図ると共に、取引先にデザインの提案ができる包装設計デザイン研究所と

連携を取りながら、受注量の増加をはかり安定経営を目指します。管理面におきましては、本社集中管理システム

をより充実させるため、内部監査と連携を取りながら、体制の確立を目指していきます。このことから経営面にお

きましては、迅速に日々の状況が把握でき適切な判断指示が出来るものと思われます。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　当社は、実質無借金会社であり、当面、資金の借入れの計画はありません。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

 　当社の経営陣は、月１回以上開催されます取締役会及び経営企画委員会にて会社の重要な方針や会社運営上必要

な事柄を話し合っております。経営企画委員会の下部組織として安全衛生、品質、清掃、生産性向上・改善の各委

員会を設けており、各委員会が業務の遂行を担っております。また、全事業部の責任者が一同に会する統括職会議

においても、各委員会の状況を発表し推進しております。運営上不都合が生じた時は、管理部より取締役会及び経

営企画委員会に報告し見直しを行っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,884,000 4,884,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,884,000 4,884,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 4,884,000 － 554,000 － 566,030
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

サンオオムラ株式会社 神奈川県茅ヶ崎市東海岸南1-20-30 1,413 28.93

大村　日出雄 神奈川県茅ヶ崎市 925 18.95

大村　八重子 神奈川県茅ヶ崎市 903 18.48

大村紙業取引先持株会 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 249 5.10

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 239 4.89

大村紙業社員持株会 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 201 4.11

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 194 3.98

大村紙業株式会社 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 72 1.47

大村　慶子 神奈川県茅ヶ崎市 70 1.44

大村　日出子 神奈川県茅ヶ崎市 52 1.08

藤原　司乃部 神奈川県茅ヶ崎市 52 1.08

計 － 4,374 89.56

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  72,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式4,811,400 48,114 －

単元未満株式 普通株式     400 － －

発行済株式総数        4,884,000 － －

総株主の議決権 － 48,114 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大村紙業株式会社
神奈川県茅ヶ崎市甘

沼163の１番地
72,200 － 72,200 1.47

計 － 72,200 － 72,200 1.47
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

大村紙業株式会社(E00682)

四半期報告書

 7/17



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

 

　３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,898,093 2,975,788

受取手形及び売掛金 1,261,950 1,173,459

商品及び製品 48,862 47,678

原材料及び貯蔵品 195,451 217,846

その他 47,830 51,687

貸倒引当金 △1,261 △1,173

流動資産合計 4,450,926 4,465,288

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 339,521 328,140

土地 1,391,532 1,391,532

その他（純額） 625,106 571,889

有形固定資産合計 2,356,160 2,291,562

無形固定資産 18,335 16,872

投資その他の資産   

投資有価証券 269,473 268,062

その他 63,436 61,340

貸倒引当金 △5,258 △5,300

投資その他の資産合計 327,652 324,103

固定資産合計 2,702,147 2,632,538

資産合計 7,153,073 7,097,826

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,207,475 1,106,023

未払法人税等 88,907 74,710

賞与引当金 72,370 77,013

その他 182,138 195,621

流動負債合計 1,550,892 1,453,368

固定負債   

リース債務 192,501 166,734

退職給付引当金 169,970 162,859

役員退職慰労引当金 391,271 396,253

その他 16,900 16,900

固定負債合計 770,643 742,746

負債合計 2,321,535 2,196,115
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 554,000 554,000

資本剰余金 566,030 566,030

利益剰余金 3,733,396 3,804,454

自己株式 △41,003 △41,003

株主資本合計 4,812,423 4,883,481

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 19,115 18,229

評価・換算差額等合計 19,115 18,229

純資産合計 4,831,538 4,901,711

負債純資産合計 7,153,073 7,097,826
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 2,605,009 2,476,566

売上原価 1,913,086 1,738,348

売上総利益 691,923 738,218

販売費及び一般管理費 ※ 554,327 ※ 553,389

営業利益 137,595 184,828

営業外収益   

受取利息 1,919 965

受取配当金 1,964 2,014

固定資産売却益 623 449

雑収入 1,024 713

営業外収益合計 5,532 4,142

営業外費用   

支払利息 1,972 1,624

売上割引 1,926 1,687

雑損失 268 129

営業外費用合計 4,167 3,441

経常利益 138,961 185,529

特別利益   

固定資産処分益 24 －

特別利益合計 24 －

特別損失   

固定資産除却損 968 2,271

特別損失合計 968 2,271

税引前四半期純利益 138,018 183,257

法人税、住民税及び事業税 58,350 62,827

法人税等調整額 △4,710 1,254

法人税等合計 53,640 64,082

四半期純利益 84,377 119,175
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 138,018 183,257

減価償却費 94,118 82,103

未払人件費の増減額（△は減少） 2,148 2,967

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,610 △7,110

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,977 4,981

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,593 △46

受取利息及び受取配当金 △3,884 △2,980

支払利息 1,972 1,624

有形固定資産売却損益（△は益） △623 △449

有形固定資産除却損 968 2,271

売上債権の増減額（△は増加） △10,728 88,633

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,696 △21,211

その他の流動資産の増減額（△は増加） 279 △3,828

その他の固定資産の増減額（△は増加） △3,727 190

仕入債務の増減額（△は減少） 19,019 △108,501

未払金の増減額（△は減少） 5,925 15,522

その他の流動負債の増減額（△は減少） 2,548 2,595

未払消費税等の増減額（△は減少） △87,646 2,400

小計 170,045 242,420

利息及び配当金の受取額 4,921 3,726

利息の支払額 △1,972 △1,624

法人税等の支払額 △8,018 △80,387

営業活動によるキャッシュ・フロー 164,975 164,135

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △6 △6

有形固定資産の取得による支出 △29,565 △13,965

有形固定資産の売却による収入 653 533

無形固定資産の取得による支出 △4,709 －

従業員に対する貸付けによる支出 △100 △180

従業員に対する貸付金の回収による収入 252 749

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,475 △12,868

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △25,065 △25,413

配当金の支払額 △48,075 △48,164

財務活動によるキャッシュ・フロー △73,140 △73,577

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 58,359 77,688

現金及び現金同等物の期首残高 2,705,445 2,868,846

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,763,805 ※ 2,946,534
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響額は、軽微で

あります。

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

発送費 155,961千円 148,900千円

貸倒引当金繰入額 3,674 53

役員報酬 52,472 53,693

役員退職慰労引当金繰入額 4,977 4,981

給与及び手当 136,703 137,259

賞与引当金繰入額 36,096 38,829

退職給付費用 6,538 6,987

減価償却費 22,206 16,942

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 2,793,052千円 2,975,788千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △31,924 △31,931

預け金（流動資産その他） 2,677 2,677

現金及び現金同等物 2,763,805 2,946,534
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 48,117 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と
なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月７日

取締役会
普通株式 24,058 5.00  平成27年９月30日  平成27年12月７日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 48,117 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

（金融商品関係）

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がないため記載を

省略しております。

 

（有価証券関係）

　　　　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がないため記載を

省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

 該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、紙器梱包資材等の製造販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17円54銭 24円77銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 84,377 119,175

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 84,377 119,175

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,811 4,811

　　（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月14日

大村紙業株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　 浩 　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　 悟 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大村紙業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第53期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大村紙業株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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